
公  告  第  ２  号 

令和 ６ 年 ３月  ８日 

 

公     告 

 

分任契約担当官 

自衛隊埼玉地方協力本部長 

竹 内  浩 之 

 

下記のとおり、一般競争入札を実施するので関係事項承知の上参加されたい。 

 

１ 競争入札に付する事項 

(1) 件名等 

件    名 規  格 単位 数量 備  考 

浦和地方合同庁舎で使用する電気 仕様書のとおり 式 １ 
予定使用量 ２０４，０００

kwh 

(2) 履行場所：浦和地方合同庁舎（埼玉県さいたま市浦和区常盤４－１１－１５） 

(3) 履行期間：令和６年４月１日 ００：００ ～ 令和７年３月３１日 ２４：００ 

         

２ 入札参加資格 

(1) 令和４・５・６年度の防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）の資格審査結果通知書を受けた者のうち、「物

品の販売」でＤ等級以上に格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であること。 

全省庁統一資格を申請中の場合は、申請中の旨を入札時に証明できる者であること。 

(2) 予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定に該当しない者。 

(3) 契約担当官等から指名停止の措置を受けている期間中でない者（協力者を含む）。 

(4) 暴力団対策法により指定された団体又はその関係者でない者。 

(5) 防衛省大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備庁長官又は陸上幕僚長から「装備品等及び役務の調達に

係る指名停止等の要領」に基づく指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

(6) 前号により現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であって、当該者と同種の物品

の売買又は製造若しくは役務請負について防衛省と契約を行おうとする者でないこと。 

(7) 原則、現に指名停止を受けている者の下請負については認めない。ただし、真にやむを得ない事由を該当

する省指名停止権者が認めた場合にはこの限りでない。 

(8) 電気事業法第３条第１項の規定に基づき一般電気事業者としての許可を受けている者又は同法第１６条の

２第１項の規定に基づき特定規模電気事業者としての届け出を行っている者であること。ただし、令和４ 

年４月１日に電気事業法第２条の２に基づき小売電気事業の登録を受けていること。 

(9) 予算決算及び会計令第７３条の規定に基づき、二酸化炭素排出係数、未利用エネルギーの活用、再生可能

エネルギーの導入、グリーン電力証書の譲渡及び需要家への省エネルギー・節電に関する情報提供の取組に

関し入札適合条件を満たすこと。 

 

３ 契約条項 

  談合等の不正行為に関する条項、暴力団排除に関する特約条項 

 

４ 契約条項を示す場所 

浦和地方合同庁舎３階（自衛隊埼玉地方協力本部） 



 

５ 入札説明会 

実施しない。ただし入札説明書を事前に交付するので、入札参加希望者は自衛隊埼玉地方協力本部総務課総

務班へ問い合わせること。 

 

６ 入札を執行する場所及び日時 

(1) 日 時：令和６年３月１８日（月） １３時１０分 

(2) 場 所：自衛隊埼玉地方協力本部３階会議室 

 

７ 入札の方法 

(1) 入札書に記載する金額は、各社において設定する契約電力に対する単価（基本料金単価）及び予定使用電

力料に対する単価（電力量料金単価「季節・時間帯等区分による複数単価可能」）を記載（少数第２位まで）

し、仕様書に提示する予定使用電力量に基づき算出した各月の対価の年間総価を記載すること。 

(2) 入札価格の算定にあたり、発電費用等に係る燃料価格変動の調整額及び電気事業者による再生可能エネル

ギー電機の調達に関する特別措置法に基づく賦課金は考慮しないこととする。 

(3) 落札の決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の消費税法に規定する消費税率に基づく消

費税に相当する額を加算した金額（当該金額に1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積った契約金額から消費税法で規定する消費税に基づく消費税に相当する金額を差し引いた金

額を入札書に記載すること。 

 

８ 落札決定方法 

予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

なお、落札となるべき同価の入札をした者が２名以上の場合は、くじ引きにより落札者を決定する。 

 

９ 契約書の作成 

作成する。 

 

10 保証金に関する事項 

(1) 入札保証金：免除。ただし、落札者が契約を締結しない場合は、入札金額の１００分の５に相当する金額

を違約金として徴収する。 

(2) 契約保証金：免除。ただし、落札者が契約を履行しない場合は、契約金額の１００分の１０に相当する金

額を違約金として徴収する。 

 

11 入札の無効 

(1) 第２項に示す競争入札に参加する資格のない者の行った入札 

(2) 入札金額が明瞭でない場合及び入札者が誰であるか識別しがたい場合 

(3) 入札に関する条件に違反した場合 

(4) 電報、電話及びＦＡＸによる入札 

(5) 暴力団排除に関する誓約に虚偽があった場合又は誓約に違反する事態が生じた場合 

 

12 その他 

（1）入札参加希望者は令和６年３月１２日１６時００分までに入札説明書を受領すること。 

(2) 郵便による入札については、令和６年３月１５日（金）１２時００分まで必着とし、入札書を内封筒に入

れ、内封筒に会社名、入札日時、件名及び「入札書在中」と朱書きで記載すること。なお、事前に郵送等に

より入札する旨の連絡をし、発送者の責により到着を確認するものとする。 



(3) 入札に参加するものは、入札までに資格決定通知書の写しを提出すること。 

(4)  「適合証明書」・「特定電源割当証明書」は、令和６年３月１５日（金）までにＦＡＸにより送付し、入札

までに原本を提出すること。なお市価調査書については３月１４日（木）１４時００分までにＦＡＸにより

送付し、入札までに原本を提出すること。 

(5) 代表者以外での入札については、入札までに委任状を提出すること。 

(6)  初度入札で郵便による入札参加者があった場合の再度入札は次のとおりとする。 

  (ア)場 所  自衛隊埼玉地方協力本部３階会議室 

  (イ)入札日時 令和 ６ 年 ３月 ２２日（金） １３時 １０分 

(7) 郵便等による再度入札については令和 ６年 ３月 ２１日 １７時 ００分まで必着とし、入札書 

  を内封筒に入れ、内封筒に会社名、入札日時、件名及び「入札書在中」と朱書きにより明記すること。 

    なお、事前に郵便等により入札する旨の連絡をし、発送者の責により到着を確認するものとする。 

(8) 電報・電話等による入札は認めない。 

(9) 問い合わせ先 

〒３３０－００６１ 埼玉県さいたま市浦和区常盤４－１１－１５ 

入札・契約について関する問い合わせ先 

自衛隊埼玉地方協力本部 総務課会計班 小河（おがわ） 

TEL・FAX（手動切替） ０４８－８３１－６０４３ 

仕様書に関する問い合わせ先 

自衛隊埼玉地方協力本部 募集課計画 清水（しみず） 

TEL ０４８－８３１－６０４３ 
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調達要求番号： 

陸 上 自 衛 隊 仕 様 書 

物品番号  仕様書番号 

電気の供給 

第 － 号 

作  成 令和 年  月  日 

変  更 令和 年  月  日 

作成部隊等名 自衛隊埼玉地方協力本部 

 

1 総 則 

この仕様書は，浦和地方合同庁舎において使用する電気の供給について規定する。 

 

2 一般事項 

この仕様書の内容に疑義が生じた場合又は明示がない場合は，契約担当官と協議のうえ内容を確認

するものとする。 

 

3 概 要 

a) 場 所 

埼玉県さいたま市浦和区常盤４－１１－１５ 浦和地方合同庁舎 

b) 業種及び用途 

官公署（国家事務） 

 

4 仕 様 

4.1 供給電気方式等 

a) 供給電気方式     ：交流３相３線式 

b) 供給電圧（標準電圧） ：６，０００ボルト 

c) 計量電圧（標準電圧） ：６，０００ボルト 

d) 標準周波数      ：５０ヘルツ 

e) 供給方式       ：１回線受電 

4.2 契約電力及び予定使用電力量 

a) 契約電力       ：市場連動契約電力５００キロワット未満（８６キロワット） 

  （契約電力とは、契約上使用できる最大電力（キロワット）をいい、計量器により測定し、算定

された値が原則としてこれを超えないものとする。） 

b) 予定使用電力量    ：２０４，０００キロワット時 

  （月別の予定使用量は、別紙第１による。） 

4.3 環境配慮契約法に基づく裾切り要件 

 「国及び独立行政法人等における温室効果ガスの排出の削減に配慮した契約の推進に関する基本方

針」（平成３１年２月８日閣議決定）２．（１）に基づく裾切り方式による。 
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4.4 供給電気の種類  

a） 再エネ比率 

「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の要件を満たす再生可能エネルギー電気を供給するものとし、その電

気は再エネ比率３％とすること。 

参照：別紙第２「RE100 TECHNICAL CRITERIA」http://there100.org/going-100 

b） 再エネ比率の確認が出来る書類の提出 

 供給する電力量に占める再生可能エネルギー電気の比率について確認できる資料を、書面(別紙第

３)で令和６年９月３０日と令和７年３月３１日に提出すること。 

4.5 実績最大電力及び実績使用電力量 

a) 実績最大電力     ：８６キロワット 

 （月別の実績最大電力は、別紙第４による。） 

b) 実績使用電力量    ：１９８，２０３キロワット時 

 （月別の実績使用電力量は、別紙第５による。） 

4.6 契約期間 

 令和６年４月１日の０時から令和７年３月３１日の２４時まで 

4.7 電力量等の検針 

a) 自動検針装置 

 令和６年３月３１日まで東京電力エナジーパートナー株式会社が設置している。 

b) 電力会社の検針方法 

 遠隔自動検針 

4.8 需給地点 

 東京電力エナジーパートナー株式会社の供給用配電箱における東京電力エナジーパートナー株式会

社の母線と浦和地方合同庁舎の地絡遮断装置の電源側接続点 

4.9 電気工作物の財産分界点 

 東京電力エナジーパートナー株式会社の供給用配電箱における東京電力エナジーパートナー株式会

社の母線と浦和地方合同庁舎の地絡遮断装置の電源側接続点 

4.10 保安上の責任分界点 

 東京電力エナジーパートナー株式会社の供給用配電箱における東京電力エナジーパートナー株式会

社の母線と浦和地方合同庁舎の地絡遮断装置の電源側接続点 

 

5 対価の支払方法 

a) 契約担当官が別に定める分担率により、契約担当官及び分担先から支払うものとする。 

b) 契約相手方は検針終了後、前月の電気使用量（料）、契約電力、当月最大電力、力率等を様式自由 

より契約担当官に送付するものとする。     

c) 契約担当官は契約担当官及び分担先の負担額を計算し、契約相手方へ通知するものとする。 

d) 契約相手方は c)の分担通知に基づいた請求書を作成し、請求を行うものとする。 

 

6 その他 

a) 力率は、自動力率調整装置を設置しており、契約期間中は１００％を保持する予定 

b) フリッカ発生機器等、電気の質に影響を与えるような負荷設備は特に有していない。 

http://there100.org/going-100
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c) 力率の変動、その他要因による電気料金の調整及び、仕様書に定めのないその他の供給条件につ

いては、当該地域を管轄する一般電気事業者が定める特定規模需要の標準（託送）供給条件による

ものとする。なお、入札価格の算定にあたっては、力率１００％とし、燃料費調整及び電気事業者

による再生可能エネルギー電気の調整に関する特別措置法に基づく賦課金は考慮しないこと。 

d) 電力供給における料金その他を算出する場合の単位及びその端数処理は次のとおりとする。 

 1) 契約電力及び最大需用電力の単位は、１キロワットとし、その端数は、小数点以下第１位で四

捨五入する。 

 2) 使用電力量の単位は、１キロワット時とし、その端数は、小数点以下第１位で四捨五入する。 

 3) 料金その他の計算における合計金額の単位は、１円とし、その端数は、小数点以下を切り捨て

る。 

e) 本仕様書に明記されていない事項及び疑義が生じた場合については協議により定めること。 
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別紙第１ 

 

表 1－月別の予定使用量 

 

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日） 

季別 月別 月別合計 

そ
の
他
季 

４月分  5,000  kwh 

５月分 11,000  kwh 

６月分 17,000  kwh 

夏
季 

７月分 20,000  kwh 

８月分 24,000  kwh 

９月分 25,000  kwh 

そ
の
他
季 

１０月分 21,000  kwh 

１１月分 15,000  kwh 

１２月分 14,000  kwh 

１月分 14,000  kwh 

２月分 16,000  kwh 

３月分 22,000  kwh 

合  計 204,000 kwh 

 

季別の定義 

「夏季」   ： 令和６年７月１日から令和６年９月３０日までの期間 

「その他季」 ： 令和６年４月１日から令和６年６月３０日及び 

         令和６年１０月１日から令和７年３月３１日までの期間 
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「RE100 technical criteria」の概要 

 

「RE100 technical criteria（※）」において、再生可能エネルギー源と認められている

のは、以下のものである。 

１．バイオマス（バイオガスを含む） 

２．地熱 

３．太陽光 

４．水力 

５．風力 

また、RE100 における再生可能エネルギー電気の調達方法は、下表のとおり定められて

いる。記載のとおり、電気事業者から購入するほか、自家発電や電力証書の購入等も調達

方法として認められている。なお、調達する再生可能エネルギー電気（電力証書を含

む。）に付随する環境価値については、重複利用がなく、調達者単独の利用であると主張

できることが必要となる。そのため、調達者は、電源情報とともに調達者へ環境価値を移

転したこと及び第三者へ移転しないことの証明を電気事業者から得る必要がある。 

 

表 RE100における再生可能エネルギー電気の調達方法 

自家発電（Self-generated electricity） 

１．企業が保有する発電設備による発電 

購入電力（Purchased electricity） 

２．企業の敷地内に供給者が設置した設備から購入 

３．企業の敷地外に設置した発電設備から専用線を経由して直接購入 

４．企業の敷地外にある系統に接続した発電設備から直接購入 

５．供給者（電気事業者）との契約（グリーン電力メニュー） 

６．環境価値を切り離した電力証書の購入 

７．その他の方法 

注：「その他の方法」では RE100 Technical Advisory Group が評価の上、RE100の運

営委員会が適正を判断する 

資料：RE100 TECHNICAL CRITERIA をもとに作成 

 

※http://media.virbcdn.com/files/73/4c55f6034585b02f-RE100TechnicalCriteria.pdf 

別紙第２ 
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特定電源割当証明書様式例 

 

 

 

 

2020年○月○日

●●●●

○○　○○　様

○○県○○市○○

株式会社○○○○

代表取締役　○○　○○　　印

１　お客様情報

２　供給期間

2020年○月○日～○月○日

３　再生可能エネルギー由来電力量の情報（各月の内訳は別紙のとおり）

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 累積

再エネ由来電力量
（ｋＷｈ）【Ａ】

供給電力量
（ｋＷｈ）【Ｂ】

再エネ比率
（％）【Ａ／Ｂ】

特　定　電　源　割　当　証　明　書

また、供給電源情報に記載の割当電力量に係る環境価値について、●●●●に移転したことと、いかなる第三者へも移転されていないこ
とをここに証する。

2020年○半期に以下の通り●●●●に電力を供給したことをここに証する。

お客様番号

需要施設名

需要施設住所

契約電力

○○○○

○○○○

○○県○○市○○

○○○○ｋＷ

【別紙】再生可能エネルギー由来電力量の内訳（○月）

１　再エネ電気

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 割当電力量（ｋＷｈ）

○○発電所 ○○県○○市○○ 水力 ○○

合計（ｋＷｈ）

２　証書による環境価値移転量（環境価値を持つ証書を用いた電力メニューを提供する場合のみ記載）

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 環境価値移転量 発電期間 認証番号

○○発電所 ○○県○○市○○ 太陽光 ○○ ○年○月○日～○年○月○日 ○○

合計（ｋＷｈ）

総計（ｋＷｈ）

別紙第３ 

2024 

 

 

2024 
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別紙第４ 

 

表 2－月別の実績最大電力 

 

（令和５年３月分～令和６年２月分） 

 

 

（３月分は令和４年度実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４月分 ５月分 ６月分 ７月分 ８月分 ９月分
１０月

分

１１月

分

１２月

分
１月分 ２月分 ３月分

kw 79 79 79 79 82 86 86 86 86 86 86 79

74

76

78

80

82

84

86

88
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別紙第５ 

 

表3－月別の実績使用電力量 

 

（令和５年３月分～令和６年２月分） 

 

   

（３月分は令和４年度実績） 

 

４月分 ５月分 ６月分 ７月分 ８月分 ９月分
１０月

分

１１月

分

１２月

分
１月分 ２月分 ３月分

kwh 4,233 10,142 16,595 19,566 23,196 24,628 20,934 14,463 13,368 13,823 15,504 21,751

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000



分任契約担当官

自衛隊埼玉地方協力本部長

　　　　　　　　　　　竹内　浩之　殿

住所

会社名

代表者氏名 印

代理人 印

下記のとおり、公告及び仕様書等を承諾の上、入札します。

1　入札件名：　浦和地方合同庁舎で使用する電気

2　入札金額

金額 （消費税抜金額）

内訳は別紙のとおり

3　誓約事項

　当社は「入札及び契約心得」及び「標準契約書等」の契約条項等を承諾の上、入札致します。

　また、「入札及び契約心得」に示された暴力団排除に関する誓約事項について誓約致します。

令和　　　年　　　月　　　日

入　　　札　　　書



別紙

（単位：円）

夏季 その他季 その他 計
予定数量 80 5,000
単価
総価

予定数量 80 11,000
単価
総価

予定数量 80 17,000
単価
総価

予定数量 80 20,000
単価
総価

予定数量 80 24,000
単価
総価

予定数量 80 25,000
単価
総価

予定数量 80 21,000
単価
総価

予定数量 80 15,000
単価
総価

予定数量 80 14,000
単価
総価

予定数量 80 14,000
単価
総価

予定数量 80 16,000
単価
総価

予定数量 80 22,000
単価
総価

合計金額（税抜）

年間総計（税抜）

令和7年2月

令和7年3月

令和6年12月

令和7年1月

令和6年10月

令和6年11月

令和6年8月

令和6年9月

令和6年6月

令和6年7月

令和6年4月

令和6年5月

内訳書

年月 区分 基本料金
従量料金

合計



分任契約担当官

自衛隊埼玉地方協力本部長

　　　　　　　　　　　竹内　浩之　殿

住所

会社名

代表者氏名

入札事項：浦和地方合同庁舎で使用する電気
（単位：円）

夏季 その他季 その他 計
予定数量 80 5,000
単価
総価

予定数量 80 11,000
単価
総価

予定数量 80 17,000
単価
総価

予定数量 80 20,000
単価
総価

予定数量 80 24,000
単価
総価

予定数量 80 25,000
単価
総価

予定数量 80 21,000
単価
総価

予定数量 80 15,000
単価
総価

予定数量 80 14,000
単価
総価

予定数量 80 14,000
単価
総価

予定数量 80 16,000
単価
総価

予定数量 80 22,000
単価
総価

年間総計（税抜）

令和6年3月

令和5年4月

令和5年5月

令和5年6月

令和5年7月

令和5年8月

令和5年9月

令和5年10月

令和5年11月

令和5年12月

令和6年1月

令和6年2月

合計
従量料金

基本料金区分年月

合計金額（税抜）

市価調査書



令和　 　　年    　月　  　　日

自衛隊埼玉地方協力本部長

　　　  竹　内　　浩　之　　殿

住　　所

会 社 名

代表者名 ㊞

令和６年度の入札等について、入札書又は見積書の提出に関し

令和　　年　　月　　　日～令和　　年　　月　　日までの間、　　　　　　　を

代理人と定め、下記権限を委任します。

なお、委任解約した場合には、連署のうえお届けします。

１　委任内容

 (1)　入札書提出の件

 (2)　見積書提出の件

 (7)　その他上記委任事項に関する一切の件

委任者 　 ㊞

　

受任者 　 ㊞

　

委　　任　　状


